
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも内外層と中間層とから形成され、該中間層は、海部分を構成するポリエステ
ル樹脂Ａと島部分を構成する
ガスバリヤー性樹脂Ｂとからなり、ガスバリヤー性樹脂Ｂがポリエステル樹脂Ａに対して
相対的に高い溶融粘度を有し、且つ海部分が８０面積％以下である海島構造を有している
とともに、島部分の下記式 (１ )及び（２）
　　　　　ｎ

　　　ｒ＝Σｒｉ／ｎ　…（１）
　　　　　１

　　　　　ｎ

　　　Ｑ＝ΣＱｉ ・ｌｎＱｉ ／ｌｎ（１／ｎ）　　…（２）
　　　　　１

　　但し、ｒｉ はドメイン径、ｎはドメイン数を示し、ドメイン径ｒｉ はドメイン　の短
径ａｉ 、ドメインの長径ｂｉ としてｒｉ ＝（ａｉ ＋ｂｉ ）／２であり、
　　　　　　　　　　　　　　　　ｎ

　　Ｑｉ ＝π（ｒｉ ／２）２ ／｛（Σπ（ｒｉ ／２）２ ｝をそれぞれ表す、
　　　　　　　　　　　　　　　　１

で表わされる、平均ドメイン径ｒが３．５μｍ未満且つ分散パラメータＱが０．６８より
大きく、内外層がポリエステル樹脂であることを特徴とする包装用多層構造体。
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【請求項２】
　 請求項１に記載の包装用多層構造体
。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、ガスバリヤー樹脂層等の機能性樹脂層を中間層として有する包装用多層構造体
に関する。
【０００２】
【従来の技術】
ポリエチレンテレフタレートに代表されるポリエステル樹脂は、成形性、透明性、機械的
強度、耐薬品性などの特性に優れており、また酸素等のガスバリヤー性も比較的高く、こ
のため、フィルム、シート、ボトルなどの包装材料として種々の分野で使用されている。
また、上記のような包装材料のガスバリヤー性を高めるために、エチレン－酢酸ビニル共
重合体ケン化物やポリアミド等のガスバリヤー材からなる機能性樹脂層を、内外層の間の
中間層として有する包装材料も提案されているが、このような包装材料は、内外層を構成
する樹脂（例えばポリエステル樹脂）と中間層を構成する機能性樹脂との接着強度が低い
ため、層間剥離を生じ易いという問題がある。
【０００３】
従って、機能性樹脂層を内外層の間の中間層として設けた包装用の多層構造体においては
、一般に、機能性樹脂層と内外層との間に接着層を設けることにより接着強度を高め、層
間剥離を抑制することが行われている。
例えばポリエステル樹脂層（内外層）とオレフィン・酢酸ビニル共重合体ケン化物層（機
能性樹脂層）との間に、不飽和カルボン酸またはその誘導体でグラフト変性されたグラフ
ト変性エチレン・α－オレフィンランダム共重合体層（接着剤層）が設けられている積層
体が知られている（特許文献１参照）。
【０００４】
またポリエステル樹脂にガスバリヤー性樹脂を混合し、ポリエステル樹脂粒子とガスバリ
ヤー性樹脂粒子の１０μ以下の粒子の量が１０％以下である混合樹脂層を有する多層容器
が提案されており、かかる多層容器によれば、透明性を低下させることなく層間接着性を
向上させることができることが記載されている (特許文献２ )。
【０００５】
【特許文献１】
特開昭６２－１５８０４３号公報（特許請求の範囲）
【特許文献２】
特公平８－２５２２０号公報
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、上記特許文献１に代表されるように、内外層と機能性樹脂層との間に接着
層を設ける場合には、接着層形成のための押出機が必要となり、生産コストの増大等を招
いてしまう。
また上記引用文献２に記載されているように、ガスバリヤー性樹脂とポリエステル樹脂が
混合された混合層において、各樹脂が粗混合の状態で存在すると、ガスバリヤー性樹脂の
有するガスバリヤー性能が有効に発現されず、しかも混合層の機械的強度に劣るようにな
る。
【０００７】
従って本発明の目的は、ガスバリヤー性等の機能性を有する中間層と内外層との間に格別
の接着層を設けることなしに、層間の接着性が向上した包装用多層構造体を提供すること
である。
また本発明の他の目的は、ガスバリヤー性などの機能を効率よく発現し得ると共に、透明
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性にも優れた包装用多層構造体を提供することである。
【０００８】
【課題を解決するための手段】
　本発明によれば、少なくとも内外層と中間層とから形成され、該中間層は、海部分を構
成するポリエステル樹脂Ａと島部分を構成する

ガスバリヤー性樹脂Ｂとからなり、ガスバリヤー性樹脂Ｂがポリエステ
ル樹脂Ａに対して相対的に高い溶融粘度を有し、且つ海部分が８０面積％以下である海島
構造を有しているとともに、島部分の下記式 (１ )及び（２）
　　　　　ｎ

　　　ｒ＝Σｒｉ／ｎ　…（１）
　　　　　１ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　　ｎ

　　　Ｑ＝ΣＱｉ ・ｌｎＱｉ ／ｌｎ（１／ｎ）　　…（２）
　　　　　１

　　但し、ｒｉ はドメイン径、ｎはドメイン数を示し、ドメイン径ｒｉ はドメイン　の短
径ａｉ 、ドメインの長径ｂｉ としてｒｉ ＝（ａｉ ＋ｂｉ ）／２であり、
　　　　　　　　　　　　　　　　ｎ

　　Ｑｉ ＝π（ｒｉ ／２）２ ／｛（Σπ（ｒｉ ／２）２ ｝をそれぞれ表す、
　　　　　　　　　　　　　　　　１

で表わされる、平均ドメイン径ｒが３．５μｍ未満且つ分散パラメータＱが０．６８より
大きく、内外層がポリエステル樹脂であることを特徴とする包装用多層構造体が提供され
る。
【０００９】
　本発明においては、 が好ま
しい。
【００１０】
本発明においては、中間層が、内外層を形成する樹脂と接着性を有する樹脂Ａと機能性樹
脂Ｂとからなっているとともに、該樹脂Ａを海部分、機能性樹脂Ｂを島部分とし、且つ海
部分が８０面積％以下となっている海島分散構造を有していることが重要な特徴であり、
これにより、機能性樹脂Ｂの特性を十分に発現すると同時に、優れた層間接着性を確保す
ることが可能となるものである。
すなわち、本発明の包装用多層構造体では、内外層を形成する樹脂と接着性を有する樹脂
Ａが海部分として中間層中に存在しているため、かかる中間層は内外層に対して優れた層
間接着性を示す。また、このような中間層中には、機能性樹脂Ｂが島部分として分散して
おり、しかも海部分は８０面積％以下に制限されているため、機能性樹脂Ｂが有するガス
バリヤー性等の機能性にも優れている。
例えば、内外層を形成する樹脂と接着性を有する樹脂Ａが使用されていたとしても、該樹
脂Ａが海部分として存在していない場合には、内外層と中間層との層間接着性が低下して
しまう。また、該樹脂Ａが形成している中間層中の海部分が８０面積％よりも多くなると
、機能性樹脂Ｂが有するガスバリヤー性等の特性が十分に発現しなくなってしまう。
【００１１】
また本発明においては、機能性樹脂Ｂから成る島部分の上記式 (１ )で表す（未延伸部分の
）平均ドメイン径が３．５μｍ未満であり、且つ上記式（２）で表す分散パラメーターＱ
が０．６８より大きいこと、すなわち機能性樹脂Ｂから成る島部分が比較的小さな粒径で
しかも狭い粒度分布で海部分に存在することにより、機能性樹脂Ｂが有するガスバリヤー
性等の機能を充分に発揮し得ると共に、優れた透明性を有することが可能になるのである
。この分散パラメーターＱは、Ｑ＝１のとき島部分のドメイン径が単分散、すなわちＱが
１に近いほど島の大きさが均一であることを示している。
【００１２】
図２は、本発明の多層構造体シートの分散パラメーターＱと、この多層構造体シートを縦
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・横、３倍×３倍に延伸したシートのヘイズ（％）との関係を示す図であり、この図２か
ら明らかなように、島部分の粒度分布を示す分散パラメーターＱが１に近いほど、ヘイズ
が小さくなり、透明性が向上していることが理解される。一般に透明性の要求される包装
用多層構造体、特にボトルの場合ではヘイズは２０％以下であることが望ましく、図３か
ら明らかなように、本発明の多層構造体では分散パラメーターＱが０．６８付近で２０％
よりも小さいヘイズになり、満足し得る透明性が確保されることが明らかである。
また島部分の平均ドメイン径は後述するように、島部分を構成する機能性樹脂Ｂの特性を
充分に発揮させると共に機械的強度を向上させるために３．５μｍ未満であることが好ま
しく、島部分が平均ドメイン径３．５μｍ未満、好ましくは３μｍでしかも狭い粒度分布
で存在することにより、透明性、ガスバリヤー性等の機能、機械的強度等のすべてを兼ね
備えることが可能となるのである。
【００１３】
【発明の実施形態】
図１は、本発明の包装用多層構造体における層構成の代表例を示すものであり、この図１
から明らかな通り、内層１ａ，外層１ｂの間に中間層２が設けられた３層構成となってお
り、内外層１ａ，１ｂと中間層２との間には、両者を接着させるための接着層は存在して
いない。
【００１４】
［内外層１ａ，１ｂ］
本発明において、内外層１ａ，１ｂを構成する樹脂としては、カップやボトル等の容器に
従来から使用されている樹脂を制限なく使用することができるが、一般的には、成形性、
透明性等の点でオレフィン樹脂やポリエステル樹脂を使用することができる。
オレフィン樹脂としては、低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）、中密度ポリエチレン（ＭＤ
ＰＥ）、高密度ポリエチレン（ＨＤＰＥ）、線状低密度ポリエチレン（ＬＬＤＰＥ）、線
状超低密度ポリエチレン（ＬＶＬＤＰＥ）等のポリエチレンや、ポリプロピレン、エチレ
ン－プロピレン共重合体、ポリブテン－１、エチレン－ブテン－１共重合体、プロピレン
－ブテン－１共重合体、エチレン－プロピレン－ブテン－１共重合体、エチレン－酢酸ビ
ニル共重合体、イオン架橋オレフィン共重合体（アイオノマー）等を挙げることができる
。
【００１５】
また、ポリエステル樹脂は、本発明では最も好適に使用されるものであり、特に二軸延伸
ブロー成形が可能であり且つ結晶化が可能なものが好ましく、例えばポリエチレンテレフ
タレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート等の熱可塑性ポリエ
ステルや、これらのポリエステルとポリカーボネートやアリレート樹脂等のブレンド物を
用いることができる。本発明においては、エステル反復単位の大部分（一般に８０モル％
以上、特に８０モル％以上）がエチレンテレフタレート単位であり、ガラス転移点（Ｔｇ
）が５０乃至９０℃、特に５５乃至８０℃であり、且つ融点（Ｔｍ）が２００乃至２７５
℃、特に２２０乃至２７０℃のポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）系ポリエステルが
好適である。
【００１６】
また、ＰＥＴ系ポリエステルとしては、ホモポリエチレンテレフタレートが最適であるが
、エチレンテレフタレート単位の含有量が上記範囲内にある共重合ポリエステルも好適に
使用することができる。
かかる共重合ポリエステルにおいて、テレフタル酸以外の二塩基酸としては、イソフタル
酸、フタル酸、ナフタレンジカルボン酸等の芳香族ジカルボン酸；シクロヘキサンジカル
ボン酸等の脂環族ジカルボン酸；コハク酸、アジピン酸、セバチン酸、ドデカンジオン酸
等の脂肪族ジカルボン酸；等の１種又は２種以上の組み合わせを例示することができ、エ
チレングリコール以外のジオール成分としては、プロピレングリコール、１，４－ブタン
ジオール、ジエチレングリコール、１，６－ヘキシレングリコール、シクロヘキサンジメ
タノール、ビスフェノールＡのエチレンオキサイド付加物等の１種又は２種以上が挙げら
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れる。
【００１７】
内外層１ａ，１ｂを構成する樹脂は、少なくともフィルムを形成し得るに足る分子量を有
しているべきであり、例えば上述したポリエステルにおいては、その固有粘度（Ｉ．Ｖ）
が、０．６乃至１．４０ｄｌ／ｇ、特に０．６３乃至１．３０ｄｌ／ｇの範囲にあるのが
よい。
また、内層１ａと外層１ｂとが同種の樹脂で形成されている必要はなく、例えば外層１ｂ
を上述したポリエステルで形成し、内層１ａを後述するガスバリヤー樹脂等の機能性樹脂
で形成することも勿論可能である。
更に内外層１ａ，１ｂ中には、必要により、滑剤、改質剤、顔料、紫外線吸収剤等が配合
されていてよい。
【００１８】
［中間層２］
中間層２は、少なくともガス遮断機能を有するものであり、図１から明らかな通り、樹脂
Ａを海部分（すなわちマトリックス）とし、機能性樹脂Ｂを島部分とする海島分散構造を
有している。
【００１９】
［機能性樹脂Ｂ］
機能性樹脂Ｂとしては、例えばガスバリヤー性樹脂を使用することができる。ガスバリヤ
ー性樹脂の代表的なものは、エチレン－ビニルアルコール共重合体であり、例えば、エチ
レン含有量が２０乃至６０モル％、特に２５乃至５０モル％のエチレン－酢酸ビニル共重
合体を、ケン化度が９６％以上、特に９９モル％以上となるようにケン化して得られる共
重合体ケン化物が好適である。このエチレン－ビニルアルコール共重合体（エチレン－酢
酸ビニル共重合体ケン化物）は、フィルムを形成し得るに足る分子量を有するべきであり
、一般に、フェノール／水の重量比が８５／１５の混合溶媒中、３０℃で測定して０．０
１ｄｌ／ｇ以上、特に０．０５ｄｌ／ｇ以上の固有粘度を有することが望ましい。
【００２０】
また、エチレン－ビニルアルコール共重合体以外のガスバリヤー性樹脂の例としては、例
えば、ナイロン６、ナイロン６・６、ナイロン６／６・６共重合体、メタキシリレンジア
ジパミド（ＭＸＤ６）、ナイロン６・１０、ナイロン１１、ナイロン１２、ナイロン１３
等のポリアミドを挙げることができる。これらのポリアミドの中でも、炭素数１００個当
りのアミド基の数が５乃至５０個、特に６乃至２０個の範囲にあるものが好適である。
これらのポリアミドもフィルムを形成するに足る分子量を有するべきであり、例えば、濃
硫酸（濃度１．０ｇ／ｄｌ）中、３０℃で測定した相対粘度が１．１以上、特に１．５以
上であることが望ましい。
さらに、これらの中でも、末端アミノ基量が４０ｍｅｑ／ｋｇ未満のメタキシリレンジア
ジパミドは酸化機能性に優れるため、後述する遷移金属触媒と共に用いて機能性樹脂Ｂに
、すなわち、中間層に酸素吸収能を持たせて酸素の吸収捕捉を行うことが可能となる。
【００２１】
また、上述した機能性樹脂Ｂとして使用されるガスバリヤー性樹脂に酸素吸収性を持たせ
るために、すなわち、中間層に酸素吸収能を持たせるために、酸化性有機成分及び遷移金
属触媒（酸化触媒）を中間層に配合することもできる。すなわち、酸化性有機成分を酸化
させることにより、酸素を吸収捕捉し、ガスバリヤー性樹脂の酸素バリヤー機能を高める
ものであり、遷移金属触媒は、酸化性重合体の酸化を促進させるために配合される。これ
らの酸化性有機成分及び遷移金属触媒も機能性樹脂Ｂと共に島状に分散される。
この場合は、酸化有機成分と遷移金属触媒によって酸素の吸収捕捉が行われるため、ガス
バリヤー性樹脂の酸化劣化が防止され、層間の剥離、ガスバリヤー性の低下等が防止され
、この好適な例としては、末端アミノ基量が４０ｍｅｑ／ｋｇ以上のメタキシリレンジア
ジパミドと、酸化性有機成分及び遷移金属触媒を用いて機能性樹脂Ｂとすることが挙げら
れる。
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【００２２】
ガスバリヤー樹脂に配合される酸化性有機成分としては、エチレン系不飽和基含有重合体
を挙げることができる。すなわち、この重合体は、炭素－炭素二重結合を有しており、こ
の二重結合部分が酸素により容易に酸化され、これにより酸素の吸収捕捉が行なわれる。
【００２３】
このようなエチレン系不飽和基含有重合体は、例えば、ポリエンを単量体として誘導され
る。ポリエンの適当な例としては、これに限定されるものではないが、ブタジエン、イソ
プレン等の共役ジエン；１，４－ヘキサジエン、３－メチル－１，４－ヘキサジエン、４
－メチル－１，４－ヘキサジエン、５－メチル－１，４－ヘキサジエン、４，５－ジメチ
ル－１，４－ヘキサジエン、７－メチル－１，６－オクタジエン等の鎖状非共役ジエン；
メチルテトラヒドロインデン、５－エチリデン－２－ノルボルネン、５－メチレン－２－
ノルボルネン、５－イソプロピリデン－２－ノルボルネン、５－ビニリデン－２－ノルボ
ルネン、６－クロロメチル－５－イソプロペニル－２－ノルボルネン、ジシクロペンタジ
エン等の環状非共役ジエン；２，３－ジイソプロピリデン－５－ノルボルネン、２－エチ
リデン－３－イソプロピリデン－５－ノルボルネン、２－プロペニル－２，２－ノルボル
ナジエン等のトリエン、クロロプレンなどを挙げることができる。
【００２４】
すなわち、上記ポリエンの単独重合体、或いは上記ポリエンを２種以上組み合わせ若しく
は他の単量体と組み合わせてのランダム共重合体、ブロック共重合体等を酸化性重合体と
して用いることができる。また、上記ポリエンと共重合させる他の単量体としては、炭素
数が２乃至２０のα－オレフィン、例えばエチレン、プロピレン、１－ブテン、４－メチ
ル－１－ペンテン、１－ヘキセン、１－ヘプテン、１－オクテン、１－ノネン、１－デセ
ン、１－ウンデセン、１－ドデセン、１－トリデセン、１－テトラデセン、１－ペンタデ
セン、１－ヘキサデセン、１－ヘプタデセン、１－ノナデセン、１－エイコセン、９－メ
チル－１－デセン、１１－メチル－１－ドデセン、１２－エチル－１－テトラデセン等を
例示することができ、また、これら以外にも、スチレン、ビニルトリエン、アクリロニト
リル、メタクリロニトリル、酢酸ビニル、メチルメタクリレート、エチルアクリレートな
どを用いることもできる。
【００２５】
本発明においては、上述したポリエンから誘導される重合体の中でも、ポリブタジエン（
ＢＲ）、ポリイソプレン（ＩＲ）、天然ゴム、ニトリル－ブタジエンゴム（ＮＢＲ）、ス
チレン－ブタジエンゴム（ＳＢＲ）、クロロプレンゴム、エチレン－プロピレン－ジエン
ゴム（ＥＰＤＭ）等が好適であるが、勿論、これらに限定されない。また、そのヨウ素価
は、１００以上、特に１２０～１９６程度であるのがよい。
【００２６】
また、上述したエチレン系不飽和基含有重合体以外にも、それ自体酸化されやすい重合体
、例えばポリプロピレン、エチレン・酸化炭素共重合体なども酸化性有機成分として使用
することができる。
【００２７】
本発明においては、成形性等の見地から、上述した酸化性重合体やその共重合体の４０℃
での粘度は１乃至２００Ｐａ・ｓの範囲にあることが好適である。
また、これらの酸化性重合体或いはその共重合体からなる酸化性有機成分は、酸素バリヤ
ー性樹脂１００重量部当り１乃至１５重量部、特に２乃至１０重量部の量で使用すること
が好ましい。
【００２８】
上述した酸化性有機成分と共に使用される遷移金属触媒において、遷移金属としては、鉄
、コバルト、ニッケル等の周期律表第 VIII族金属が好適であるが、他に銅、銀等の第Ｉ族
金属、錫、チタン、ジルコニウム等の第ＩＶ族金属、バナジウム等の第Ｖ族金属、クロム
等の第ＶＩ族金属、マンガン等の第 VII族金属等であってもよい。これらの中でも特にコ
バルトは、酸素吸収性（酸化性有機成分の酸化）を著しく促進させ、本発明の目的に特に
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適している。
【００２９】
遷移金属触媒は、一般に、上記遷移金属の低価数の無機塩、有機塩或いは錯塩の形で使用
される。
無機塩としては、塩化物などのハライド、硫酸塩等のイオウのオキシ塩、硝酸塩などの窒
素のオキシ酸塩、リン酸塩などのリンオキシ塩、ケイ酸塩等が挙げられる。
有機塩としては、カルボン酸塩、スルホン酸塩、ホスホン酸塩などが挙げられるが、本発
明の目的にはカルボン酸塩が好適である。その具体例としては、酢酸、プロピオン酸、イ
ソプロピオン酸、ブタン酸、イソブタン酸、ペンタン酸、ヘキサン酸、ヘプタン酸、イソ
ヘプタン酸、オクタン酸、２－エチルヘキサン酸、ノナン酸、３，５，５－トリメチルヘ
キサン酸、デカン酸、ネオデカン酸、ウンデカン酸、ラウリン酸、ミリスチン酸、パルミ
チン酸、マーガリン酸、ステアリン酸、アラキン酸、リンデル酸、ツズ酸、ペトロセリン
酸、オレイン酸、リノール酸、リノレン酸、アラキドン酸、ギ酸、シュウ酸、スルファミ
ン酸、ナフテン酸等の遷移金属塩を挙げることができる。
【００３０】
また、遷移金属の錯体としては、β－ジケトンまたはβ－ケト酸エステルとの錯体が挙げ
られる。β－ジケトンやβ－ケト酸エステルとしては、例えば、アセチルアセトン、アセ
ト酢酸エチル、１，３－シクロヘキサジオン、メチレンビス－１，３－シクロヘキサジオ
ン、２－ベンジル－１，３－シクロヘキサジオン、アセチルテトラロン、パルミトイルテ
トラロン、ステアロイルテトラロン、ベンゾイルテトラロン、２－アセチルシクロヘキサ
ノン、２－ベンゾイルシクロヘキサノン、２－アセチル－１，３－シクロヘキサジオン、
ベンゾイル－ｐ－クロルベンゾイルメタン、ビス（４－メチルベンゾイル）メタン、ビス
（２－ヒドロキシベンゾイル）メタン、ベンゾイルアセトン、トリベンゾイルメタン、ジ
アセチルベンゾイルメタン、ステアロイルベンゾイルメタン、パルミトイルベンゾイルメ
タン、ラウロイルベンゾイルメタン、ジベンゾイルメタン、ビス（４－クロルベンゾイル
）メタン、ベンゾイルアセチルフェニルメタン、ステアロイル（４－メトキシベンゾイル
）メタン、ブタノイルアセトン、ジステアロイルメタン、ステアロイルアセトン、ビス（
シクロヘキサノイル）メタン及びジピバロイルメタン等を用いることができる。
【００３１】
本発明において、上記の遷移金属触媒は、ガスバリヤー性樹脂当り金属換算量で１０乃至
１０００ｐｐｍ、特に５０乃至５００ｐｐｍの量で配合されているのがよい。
【００３２】
また、本発明において、前述した酸化性有機成分は、それ自体酸化されやすいものであり
、酸化されることにより酸素をトラップする機能を有している。従って、このような酸化
性有機成分を触媒と共に機能性樹脂Ｂとして使用することもできる。特に、内外層１ａ，
１ｂがポリエチレンテレフタレート等のポリエステルにより形成されている場合には、内
外層１ａ，１ｂ自体が比較的高い酸素バリヤー性を有しているため、酸化性有機成分を触
媒と共に機能性樹脂Ｂとして使用することにより、十分に高い酸素遮断性を確保すること
ができる。
【００３３】
尚、上述した中間層の機能性樹脂Ｂとしてガスバリヤー性樹脂を用い、酸化性有機成分及
び遷移金属触媒（酸化触媒）を配合する方法としては、上記ガスバリヤー性樹脂、酸化性
有機成分及び遷移金属触媒を、二軸押出機を用いて脱気しながらストランド状樹脂組成物
とし、このストランド状樹脂組成物をペレット状とした後、樹脂Ａとドライブレンドして
中間層用押出機のホッパーに供給して中間層とする。また、上記機能性樹脂Ｂと樹脂Ａを
予め二軸押出機により混練・ペレタイズし、このペレットを中間層用押出機のホッパーに
供給して中間層とすることもできる。
この場合、酸化性有機成分及び遷移金属触媒を含有したガスバリヤー性樹脂（機能性樹脂
Ｂ）が樹脂Ａに分散されるが、上記酸化性有機成分及び／又は遷移金属触媒の一部が樹脂
Ａに分散されることもある。
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また、機能性樹脂Ｂのガスバリヤー性樹脂、酸化性有機成分及び遷移金属触媒（酸化触媒
）を、直接樹脂Ａにブレンドして中間層としても良く、この場合、樹脂Ａ中にガスバリヤ
ー性樹脂（機能性樹脂Ｂ）、酸化性有機成分及び遷移金属触媒がそれぞれ分散される。
【００３４】
[樹脂Ａ ]
本発明において、中間層２の海部分を構成する樹脂Ａ（以下、マトリックス樹脂と呼ぶ）
としては、内層１ａ或いは外層１ｂを構成する樹脂に対して接着性を有するものが使用さ
れる。
すなわち、従来から接着剤層形成用の接着剤樹脂として使用されているもの、例えば、マ
レイン酸、イタコン酸、フマル酸等のカルボン酸、或いは、これらカルボン酸の無水物、
アミド、エステル等によりグラフト変性されたグラフト変性オレフィン樹脂などをマトリ
ックス樹脂Ａとして使用することができる。このようなグラフト変性オレフィン樹脂にお
いて、グラフト変性すべきオレフィン樹脂としては、ポリエチレン、ポリプロピレン、エ
チレン－αオレフィン共重合体等が好ましい。また、このようなグラフト変性オレフィン
樹脂以外にも、例えば、エチレン－アクリル酸共重合体、イオン架橋オレフィン系共重合
体、エチレン－酢酸ビニル共重合体、共重合ポリエステル、共重合ポリアミド等を接着性
樹脂として使用することができる。
これらの接着性樹脂では、接着性の見地から、カルボニル基（＞Ｃ＝Ｏ）を主鎖又は側鎖
に１乃至１００ｍｅｑ／１００ｇ樹脂、特に１０乃至１００ｍｅｑ／１００ｇ樹脂の量で
含有していることが好ましい。
【００３５】
また、本発明では、内層１ａ或いは外層１ｂを形成している樹脂をマトリックス樹脂Ａと
して使用することもできる。すなわち、このような樹脂は当然内外層１ａ，１ｂに対する
親和性が高く、良好な接着性を示すからである。
例えば、内外層１ａ，１ｂがポリエステルで形成されている場合には、樹脂Ａとしてポリ
エステルを使用することができる。このような内外層１ａ，１ｂを形成している樹脂をマ
トリックス樹脂Ａとして使用する場合には、少ない種類の樹脂材料で包装用多層構造体を
製造することができ、生産工程の簡略化、生産コストの低減化等の点で極めて有利である
。
【００３６】
[海島分散構造 ]
既に述べた通り、本発明の包装用多層構造体では、中間層２は、マトリックス樹脂Ａを海
部分とし、機能性樹脂Ｂを島部分とする海島分散構造を有している。このような海島分散
構造により、格別の接着剤層を設けることなく、中間層２と内外層１ａ，１ｂとの層間接
着性を向上させ、同時に酸素バリヤー性等の機能性を十分に発揮させることができる。
すなわち、海部分を構成するマトリックス樹脂Ａは、内外層１ａ，１ｂに対して接着性を
有しているため、中間層２と内外層１ａ，１ｂとの層間接着性が高められる。また、島状
に分散している機能性樹脂Ｂによって、該樹脂Ｂが有するガスバリヤー性等の機能性が発
揮される。特に本発明では、機能性樹脂Ｂが島状に分散し、島状に分散している機能性樹
脂Ｂが、それぞれ独立してマトリックス樹脂Ａ中に封じ込められているため、例えば水分
によるガスバリヤー性の低下も有効に回避され、長期間にわたって安定した特性が発揮さ
れる。
【００３７】
マトリックス樹脂Ａと機能性樹脂Ｂから成る２成分ブレンド物の相構造は、溶融粘度、組
成、そしてスクリュー形状、回転数、温度などの成形条件に依存する。これらの中で特に
重要なのは溶融粘度と組成である。
まず溶融粘度においては、上記のような海島分散構造を形成させるためには、機能性樹脂
Ｂがマトリックス樹脂Ａに対して相対的に高い溶融粘度を有するように、マトリックス樹
脂Ａと機能性樹脂Ｂとを組み合わせることが好ましい。すなわち、上述した中間層２を形
成するためには、押出機中でマトリックス樹脂Ａと機能性樹脂Ｂとを溶融混合するが、こ
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の際、溶融粘度の高い方が島部分を形成し、溶融粘度の低い方が海部分を形成し易くなる
からである。従って、本発明においては、機能性樹脂Ｂは、マトリックス樹脂Ａよりも高
い溶融粘度を有していることが好ましい。
【００３８】
また、上記のような溶融混合に際しては、一般に、多量の成分が海部分となり、少量の成
分が島部分となる傾向がある。従って、目的とする海島構造を達成するには、上記の溶融
粘度と組成の兼ね合いを考慮する必要があるが、本発明においては、海部分を形成するマ
トリックス樹脂Ａを２０容量％以上使用することが、上述した海島分散構造を形成するた
めに好適である。また後述するように島部分の平均ドメイン径を３．５μｍ未満とするた
めには、機能性樹脂Ｂを２０乃至５０容量％、すなわちマトリックス樹脂Ａを５０乃至８
０容量％の範囲で使用することが望ましい。
【００３９】
また、本発明において、マトリックス樹脂Ａにより形成される海部分は、８０面積％以下
、好ましくは７０面積％以下とすることが必要である。すなわち、このような海部分が必
要以上に多量に存在すると、機能性樹脂Ｂにより形成される島部分が少なくなってしまう
ため、ガスバリヤー性等の機能性樹脂Ｂの特性が十分に発揮されなくなってしまう。
【００４０】
更に、本発明においては、機能性樹脂Ｂにより形成される島部分は、その長径の平均が０
.１乃至５０μｍ、特に０ .３乃至３０μｍの範囲にあることが好ましいが、最も好適には
、下記式（１）
　
　
　
　
　
但し、ｒｉ はドメイン径、ｎはドメイン数を示し、ドメイン径ｒｉ はドメインの短径ａｉ

、ドメインの長径ｂｉ としてｒｉ ＝（ａｉ ＋ｂｉ ） /2で表す、で表される平均ドメイン径
が３．５μｍ未満となるように粒径コントロールされていることが、ガスバリヤー性等の
機能性樹脂Ｂの特性を十分に発揮し且つ透明性等を確保する上で好ましい。島部分の粒径
があまり大きいと、ガスバリヤー性等の機能や機械的強度が低下するおそれがある。
【００４１】
このような粒径コントロールは、樹脂Ａと機能性樹脂Ｂの混合比率、機能性樹脂Ｂが酸化
性有機成分及び遷移金属触媒を含有するものである場合には機能性樹脂Ｂ中の酸化性有機
成分の配合量等の組成、溶融混合に際しての溶融粘度、混合時間、せん断速度、溶融温度
等の混合条件を調整することにより行うことができる。
例えば、樹脂Ａと機能性樹脂Ｂの混合比率は上述したように、容積比率で、Ａ：Ｂ＝８０
：２０乃至５０：５０の範囲にあることが好ましく、また酸化有機成分として無水マレイ
ン酸変性ポリブタジエン等のポリエン系重合体を用いる場合には、酸化性有機成分を０．
１乃至１０重量％の割合で配合することが上述した粒径及び粒度分布を得る上で好適であ
る。
【００４２】
上述した海島分散構造を有する中間層２中には、その海島分散構造や成形性を損なわない
範囲で、種々の配合剤、例えば充填剤、着色剤、耐熱安定剤、耐候安定剤、酸化防止剤、
老化防止剤、光安定剤、紫外線吸収剤、帯電防止剤、金属石鹸やワックス等の滑剤、改質
用樹脂乃至ゴム等を配合することもできる。
【００４３】
［層構成等］
本発明における包装用多層構造体は、代表的には、図１に示すような層構成を有するもの
であるが、勿論、このような層構成に限定されるものではなく、上述した海島分散構造を
有する中間層２が、接着剤層等の格別の層を介さずに内外層１ａ，１ｂに直接隣接してい
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る限りにおいて、例えば内外層１ａ，１ｂと同種の樹脂層や、容器等を成形する工程で発
生したスクラップ樹脂からなるスクラップ層などを、内外層１ａ，１ｂの間に設けること
もできるし、上述した海島分散構造を有する中間層２を複数層形成することも勿論可能で
ある。
【００４４】
本発明の包装用多層構造体を構成する各層の厚みに制限はないが、一般に、内層１ａ又は
外層１ｂの厚みは、１０乃至１０００μｍ、特に２５０乃至５００μｍ、中間層２の厚み
は、１乃至３００μｍ、特に３乃至５０μｍの範囲にあるのがよい。
【００４５】
［用途］
本発明の包装用多層構造体は、フィルム、シート、ボトル乃至チューブ形成用パリソン乃
至はパイプ、ボトル乃至チューブ形成用プリフォーム等の中間成形物の形を取ることがで
き、このような中間成形物を介して、最終的に、カップ、トレイ、ボトル、チューブ容器
、パウチ、容器蓋等の包装材として使用に供される。
【００４６】
例えば、層の数に応じた数の押出機や射出機を用いて、それ自体公知の押出成形や射出成
形し、必要により圧縮成形等を行って中間成形物を成形することができる。この場合、本
発明の包装用多層構造体は、接着剤層をまったく有してないため、用いる押出機や射出機
の数が少なくてよく、生産コスト等の点で有利である。
中間成形物であるフィルムは、必要により二軸延伸することにより二軸延伸フィルムとし
て使用される。
パリソン、パイプ或いはプリフォームからのボトルの成形は、押出物を一対の割型でピン
チオフし、その内部に流体を吹き込むことにより、容易に行うことができる。
また、パイプ或いはプリフォームを冷却した後、延伸温度に加熱し、軸方向に延伸すると
共に、流体圧によって周方向にブロー延伸することにより、延伸ブローボトル等が得られ
る。
更に、フィルム乃至シートを、真空成形、圧空成形、張出成形、プラグアシスト成形等に
付することにより、カップ形状、トレイ形状等の包装容器や、容器蓋が得られる。
また、フィルムは、種々の形態の包装袋（パウチ）として用いることができ、その製袋は
、それ自体公知の方法で行うことができる。
【００４７】
本発明の包装用多層構造体は、特に酸素による内容物の香味低下を防止する容器として極
めて有用である。
例えば、ビール、ワイン、フルーツジュース、炭酸ソフトドリンク等の飲料や、果物、ナ
ッツ、野菜、肉製品、幼児食品、コーヒー、ジャム、マヨネーズ、ケチャップ、食用油、
ドレッシング、ソース類、佃煮類、乳製品、その他医薬品、化粧品、ガソリン等、酸素の
存在で劣化を生じる種々の内容物を充填するための容器に適用される。
また本発明の包装用多層構造体は透明性にも優れているため、透明性の要求される包装容
器にも好適に使用できる。
【００４８】
【実施例】
本発明を次の例によりさらに説明するが、本発明はこれらの実施例に規制されるものでは
ない。
【００４９】
［電子顕微鏡による層構造及び接着性の評価］
　多層フィルム、多層ボトルから、幅２ｍｍ、長さ３０ｍの試料片を切り出し、ウルトラ
ミクロトームにて試料片断面を面出し後、真空中にて６０秒、１０ｍＡでＰｔ蒸着し前処
理した。走査型電子顕微鏡（ JMS-6300F：日本電子（株）製）で加速電圧を３ｋＶにして
前処理した試料片断面を 観察し、相構造、ドメインの面積比（％）を評
価した。
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倍率３０００倍で



　

内外層と中間層マトリックスに界面が確認されないこと（界面の有無）及び、内外層と
中間層の間にカッターの刃を立てたときの層間剥離の有無を判断指標とし、包材での接着
性を評価した。
【００５０】
[多層フィルムの酸素透過量測定 ]
実施例１乃至７及び比較例１、７において、内容積８０ｍｌの酸素不透過性カップ状容器
［ハイレトフレックス：ＨＲ７８－８４東洋製罐 (株 )製・ポリプロピレン／スチール箔／
ポリプロピレン製］に、それぞれ得た多層フィルムにポリプロピレンをラミネートしてこ
れを蓋材として窒素雰囲気下でヒートシールした。このカップ状容器を２２℃で７日間の
期間保管し、小型高速ガスクロ（Ｍ 200：日本タイラン (株 )）を用いてカップ状容器内の
酸素濃度を測定した。この酸素濃度から、酸素透過量を計算した。
【００５１】
[多層ボトルの水中溶存酸素濃度測定 ]
実施例８乃至１０及び比較例８、９において、無酸素水製造器（ LOW DISSOLVED OXYGEN：
三浦工業（株）製）で無酸素水を作製し、準備した多層ボトル内に窒素ガスをフローさせ
ながら、気泡が混入しないよう無酸素水を満注充填し、アルミ製キャップで密封した。２
２℃６０％の恒温恒湿室に２週間保管した時の多層ボトル内水中溶存酸素濃度を水中溶存
酸素濃度計（ oxygen　 indicater： orbisphere　 laoratories）で測定した。
【００５２】
[溶融粘度の測定 ]
溶融粘度測定装置（ CAPIROGRAPH 1B： (株 )東洋精機製作所製）を用いて測定温度２７０℃
、樹脂温度安定待ち時間５分、キャピラリー長１０ｍｍ、キャピラリー径１ .０ｍｍで溶
融粘度を測定した。せん断速度１００～１０００ sec－ １ の範囲において、ブレンドする
２種の樹脂の溶融粘度を比較した。
【００５３】
[平均ドメイン径、ドメイン数の測定 ]
走査型電子顕微鏡（ JMS－６３００ F：日本電子（株）製）で観察した倍率が３０００倍の
多層フィルムまたはボトル（ネックリング下部乃至プリフォーム）の海島相構造の写真を
用いて、上記写真内の総ドメイン数を数える。さらに島部に着目して、各ドメインの最長
径と最短径を測定し、（１）、（２）式から平均ドメイン径とドメイン径の分布幅を表す
パラメーターＱを求めた。
【００５４】
[ヘイズの測定 ]
ボトルは肩部から幅４０ｍｍ、長さ３０ｍｍの試料片を層間剥離が起こらないように切り
出し、３×３に延伸した多層フィルムも幅４０ｍｍ、長さ３０ｍｍの試料片を切り出した
。上記試料片を S&M　 COLOUR　 COMPUTER　 MODEL　 SM－４（スガ試験機（株）製）で HAZE（
％）を測定した。
【００５６】
[実施例２ ]
機能性樹脂Ｂとして、エチレン含有率が３２モル％のエチレン―ビニルアルコール共重合
体（ＥＶＯＨ）［ EP― F101B:クラレ（株）製］を用い、樹脂Ａとの重量比を３０：７０の
ドライブレンド物としたこと以外は、実施例１と同様に２種３層フィルム及び蓋材の作製
、電子顕微鏡観察、バリヤー性の評価、溶融粘度の測定を行った。
【００５７】
[実施例３ ]
機能性樹脂Ｂとして、ポリメタキシリレンアジパミド（ MXD6）樹脂ペレット［６００７ :
三菱瓦斯化学（株）製］にネオデカン酸コバルト［ DICANATE5000：大日本インキ化学工業

10

20

30

40

50

(11) JP 3788442 B2 2006.6.21

各ドメインの最長径及び最短径を測定し、π {（最長径＋最短径）／４｝２ により各ド
メインの面積を計算した後、積算して全ドメイン面積を求めた。海部分の面積％は、｛（
観察面積－全ドメイン面積）／観察面積｝で計算した。
　



(株 )製］をコバルト換算量で４００ｐｐｍ付着させ２軸押出し機で溶融混練し、酸素吸収
性樹脂組成物ペレットを作成した以外は、実施例１と同様に溶融粘度の測定、２種３層フ
ィルム及び蓋材の作製、電子顕微鏡観察、バリヤー性の評価を行った。
【００５８】
[実施例４ ]
機能性樹脂Ｂとして、防湿包装開封直後の末端アミノ基濃度が８７ｅｑ／１０６ｇである
ポリメタキシリレンアジパミド樹脂［Ｔ－６００：東洋紡績（株）製］を基材とし、液状
無水マレイン酸変性ポリブタジエン［Ｍ－２０００－２０：日本石油化学（株）製］を５
重量％、ネオデカン酸コバルト［ＤＩＣＮＡＴＥ５０００：大日本インキ化学工業（株）
製］を金属換算で３５０ｐｐｍ含有する酸素吸収性樹脂組成物を混練し、酸素吸収性樹脂
組成物ペレットを作成した以外は、実施例１と同様に２種３層フィルム及び蓋材の作製、
電子顕微鏡観察、バリヤー性の評価、溶融粘度の測定を行った。
さらに、本実施例では、他に電子顕微鏡写真より平均ドメイン径及びパラメーターＱを求
めた。
次いで、上記２種３層多層フィルムを２軸延伸機［ (株 )東洋精機製作所製］にて縦３倍、
横３倍に１０５℃延伸速度 20ｍ /minで２軸延伸し、多層フィルムの HAZEを測定した。
そして、その片面に接着剤｛ＴＭ -２８０［東洋モートン (株 )製］：ＣＡＴ -ＲＴ３［東洋
モートン (株 )製］：酢酸エチル（６８ .０：６ .１：６２ .６）の混合溶液｝を介して厚み
５０μｍのポリプロピレンシート［トレファン NO：東レ合成フィルム（株）製］をラミネ
ートしてこれを蓋材とし、上記ポリプロピレンシートをヒートシール層としてヒートシー
ルを行い、２２℃７日間目での酸素透過量を測定し、酸素バリヤー性を評価した。
【００５９】
[実施例５ ]
中間層に機能性樹脂Ｂと樹脂Ａの重量比が４０：６０のドライブレンド物を用いた以外は
、実施例４と同様に溶融粘度の測定、２種３層フィルム及び蓋材の作製、 HAZEの測定、電
子顕微鏡観察、平均ドメイン径及びパラメーター Qの算出、バリヤー性の評価を行った。
【００６０】
[実施例６ ]
中間層に機能性樹脂Ｂと樹脂Ａの重量比が３０：７０のドライブレンド物を用いた以外は
、実施例４と同様に溶融粘度の測定、２種３層フィルム及び蓋材の作製、 HAZEの測定、電
子顕微鏡観察、平均ドメイン径及びパラメーターＱの算出、バリヤー性の評価を行った。
【００６１】
[実施例７ ]
中間層に機能性樹脂Ｂと樹脂Ａの重量比が２０：８０のドライブレンド物を用いた以外は
、実施例４と同様に溶融粘度の測定、２種３層フィルム及び蓋材の作製、 HAZEの測定、電
子顕微鏡観察、平均ドメイン径及びパラメーターＱの算出、バリヤー性の評価を行った。
【００６２】
[実施例８ ]
内外層ＰＥＴ用射出機（ａ）、中間層ＰＥＴ用射出機（ｂ）、機能性中間層用射出機（ｃ
）の３台の射出機を備えた共射出成形機を用い、ａ、ｂには１５０℃－４ｈ乾燥処理を行
ったポリエチレンテレフタレート［ RT543C：日本ユニペット（株）製］、ｃに実施例４の
中間層用押出機で用いた機能性樹脂Ｂと樹脂Ａから成るドライブレンド物を供給して、内
外層および中間層がＰＥＴ層、それらの間が機能性中間層である２種５層の多層プリフォ
ームを逐次射出成形した。プリフォーム重量は２６．５ｇ、そのうち機能性中間層は３重
量％とした。得られたプリフォームを二軸延伸ブロー成形して２種５層多層ボトルを作成
し、無酸素水充填後２２℃、６０％で１４日保存した後、容器内の水中溶存酸素濃度を測
定した。また、多層ボトルプリフォーム断面の電子顕微鏡観察を行い、平均ドメイン径及
びパラメーターＱを求めた。ボトル肩部の HAZEを測定した。
【００６３】
[実施例９ ]
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中間層に機能性樹脂Ｂと樹脂Ａの重量比が４０：６０のドライブレンド物を用いた以外は
、実施例８と同様に多層ボトルに無酸素水充填後２２℃、６０％で１４日保存した後、容
器内の水中溶存酸素濃度を測定した。また、実施例８と同様に多層ボトルプリフォーム断
面の電子顕微鏡観察を行い、平均ドメイン径及びパラメーターＱを求めた。ボトル肩部の
HAZEを測定した。
【００６４】
[実施例１０ ]
中間層に機能性樹脂Ｂと樹脂Ａの重量比が３０：７０のドライブレンド物を用いた以外は
、実施例８と同様に多層ボトルに無酸素水充填後２２℃、６０％で１４日保存した後、容
器内の水中溶存酸素濃度を測定した。また、実施例８と同様に多層ボトルプリフォーム断
面の電子顕微鏡観察を行い、平均ドメイン径及びパラメーターＱを求めた。ボトル肩部の
HAZEを測定した。
【００６５】
[比較例１ ]
中間層にＰＥＴのみを用いた以外は、実施例１と同様に２種３層フィルム及び蓋材の作製
、電子顕微鏡観察、バリヤー性の評価を行った。
尚、本比較例においては、樹脂Ａと機能性樹脂ＢがいずれもＰＥＴであるため溶融粘度の
測定は行わなかった。
【００６６】
[比較例２ ]
中間層にポリエチレン（ＰＥ）［スミカセン  L705、住友化学 (株 )製］とポリエチレンテ
レフタレート樹脂［ RT543C: 日本ユニペット (株 )製］の重量比５０：５０のドライブレン
ド物を用いた以外は、実施例１と同様に溶融粘度の測定、２種３層フィルム、蓋材を作製
し、層間剥離を評価した。
【００６７】
[比較例３ ]
中間層にポリプロピレン（ＰＰ）［ノバックＰＰ　ＦＧ 3Ｄ、日本ポリケム (株 )製］とポ
リエチレンテレフタレート樹脂（ RT543C: 日本ユニペット (株 )製）の重量比５０：５０の
ドライブレンド物を用いた以外は、実施例１と同様に溶融粘度の測定、２種３層フィルム
、蓋材を作製し、層間剥離を評価した。
【００６８】
[比較例４ ]
中間層にポリメタキシリレンアジパミド（ MXD6）樹脂ペレット［Ｔ -600: 日本ユニペット
(株 )製］とポリエチレンテレフタレート樹脂［ RT543C: 日本ユニペット (株 )製］の重量比
５０：５０のドライブレンド物を用いた以外は、実施例１と同様に溶融粘度の測定、２種
３層フィルム、蓋材を作製し、層間剥離を評価した。
【００６９】
[比較例５ ]
内外層にポリエチレン（ＰＥ）［スミカセン  L705、住友化学 (株 )製］を用い、内外層用
押出機温度を２３０℃とした以外は、実施例４と同様に溶融粘度の測定、２種３層フィル
ム、蓋材を作製し、層間剥離を評価した。
【００７０】
[比較例６ ]
内外層にポリプロピレン（ＰＰ）［ノバックＰＰ　ＦＧ 3Ｄ、日本ポリケム (株 )製］を用
い、内外層用押出機温度を２３０℃とした以外は、実施例４と同様に溶融粘度の測定、２
種３層フィルム、蓋材を作製し、層間剥離を評価した。
【００７１】
[比較例７ ]
中間層に機能性樹脂Ｂと樹脂Ａの重量比が１０：９０のドライブレンド物を用いた以外は
、実施例４と同様に溶融粘度の測定、２種３層フィルム及び蓋材の作製、 HAZEの測定、電
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子顕微鏡観察、平均ドメイン径及びパラメーターＱの算出、バリヤー性の評価を行った。
【００７２】
[比較例８ ]
バリヤー層用射出機にポリメタキシリレンアジパミド（ MXD6）樹脂ペレット（Ｔ -600: 日
本ユニペット (株 )製）とポリエチレンテレフタレート樹脂（ RT543C: 日本ユニペット (株 )
製）の重量比５０：５０のドライブレンド物を用いること以外は、実施例８と同様にボト
ルプリフォーム断面の電子顕微鏡観察を行い、内外層と中間層マトリックスの界面の有無
を確認した。
本比較例においては、上記電子顕微鏡観察によって、内外層と中間層マトリックスに界面
が確認されることから接着性がないことが明らかなため、容器内の水中溶存酸素濃度の測
定、平均ドメイン径及びパラメーターＱの算出、ボトル肩部の HAZEの測定は不要とした。
【００７３】
[比較例９ ]
中間層に機能性樹脂Ｂと樹脂Ａの重量比が６０：４０のドライブレンド物を用いた以外は
、実施例８と同様に多層ボトルに無酸素水充填後２２℃、６０％で１４日保存した後、容
器内の水中溶存酸素濃度を測定した。また、実施例８と同様に多層ボトルプリフォーム断
面の電子顕微鏡観察を行い、平均ドメイン径及びパラメーターＱを求めた。ボトル肩部の
HAZEを測定した。
【００７４】
【表１】
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【００７５】
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【発明の効果】
本発明によれば、内外層の間の中間層を、内外層に接着性を有する樹脂Ａから形成される
海部分（マトリックス）と機能性樹脂Ｂから形成される島部分とからなり、且つ海部分が
８０面積％以下である海島構造とすることにより、中間層は内外層との間に格別の接着剤
層を設けることなしに優れた層間接着性を示し、また、機能性樹脂Ｂが有するガスバリヤ
ー性等の機能性にも優れた包装用多層構造体とすることができる。更に島部分の上記式（
１）で表される平均ドメイン径を３．５μｍ未満且つ上記式（２）で表される分散パラメ
ーターＱを０．６８以上とすることにより、透明性を向上させることもできる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の包装用多層構造体の層構成の代表例を示す図である。
【図２】分散パラメーターＱとヘイズとの関係を表す図である。
【図３】分散パラメーターＱとヘイズとの関係を表す図である。
【符号の説明】
１ａ：内層
１ｂ：外層
２　：中間層
Ａ：海部分（マトリックス）
Ｂ：島部分
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【 図 ３ 】
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